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研究ノート
民法の流れ図
 中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，第 1 条から，第98条の 2 まで）
むすび
はじめに
民法の授業のときには，小さい六法全書をもってくるように，と何度
も言った。ある授業のさい，学生らに，六法全書をもってきたかを聞いて
みたら，100人ぐらいのうち，約半数だった。私は，意外に多いな，とい
う感想だった。小さいとはいえ，六法全書は，わりあい重いこともあり，
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もってくるように，という私も，やや気が引け気味である。というのは，
六法全書を読む，などということは，民法を教えている私でさえ，いまだ
におっくうだからだ。
そうはいってもやはり，民法の授業は，民法という法典なしでは，やっ
ていけない。事ほどさように，民法という法典を読む気がしない，という
のは，なぜだろう。私なりに，理由を考えてみた。
一つには，文語体であった。しかし，法律改正により，第一編ないし第
三編は，口語体に変えられたので，一つめの理由は，解消した。
二つには，個々の条文について，条文が短ければ，まだなんとか読める
だろう。しかし，条文が長いと，もうだめ，である。ただでさえ，堅苦し
い条文が，長いときたら，もう，読むのが耐えられなくなるのである。法
律は，むずかしい，として，六法全書は，放り出される運命にある。以上
について，私は，前掲の目次にあるＦで，解決するつもりである。
三つには，まあ，なんとか，個々の条文は読めた，としよう。しかし，
あの条文と，この条文と，その条文は，どこで，どう，つながっているの
か？という疑問が，湧き出てくる。ここで，読む人は，民法典に，ついて
いけなくなって，法律嫌いになる。つまり，条文と条文などの関係が分か
らないのである。以上を，私は，前掲の目次にあるＡないしＥで，解決す
るつもりである。
以上，民法典そのものを読むことの困難の解決の方法として，私が選ん
だのは，流れ図である。流れ図については，つぎの書物を参照した。すな
わち，寺田文行ほか編・高校数学解法辞典，1205頁以下「コンピュータ」
である。
流れ図を作成するにあたって，民法そのものの構成にしたがって，前掲
の目次のように，ランクづけをした。Ａは，もっとも大局的に見たばあい
の流れ図であり，最後のＦは，もっとも細部のばあい，すなわち個々の条
文の流れ図である。
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つぎに，記号の意味を述べよう。前掲書1206頁によれば，
　　　　　　　　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　　　　　　　　は，「計算式など処理の内容をかく。」
　　　　　　　　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
ということである。
本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち，「はい」を表し，
　　　　　　　　　NはNoすなわち，「いいえ」を表す。
数字だけ書いてあるばあいは，条文を表し，項は① ②などと表す。
注は，⑴ ⑵・・・などとして表す。
個々の表題のなかで，A，B，C，D，E，Fと書いてあるときは，前掲の
目次の意味を表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決める。
権利・義務の主体は，人であり，人の頭，ヘルメットは，丸いので，丸で
表す。すなわち
権利・義務の主体＝
人＝
権利・義務の主体である，人を丸で表すのにたいし，権利・義務の客体は，
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何かあることであり，四角形で表す。すなわち，
権利・義務の客体＝
人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているというばあ
い，人と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，つ
ぎのように表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　 は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
太い綱である。
　　 制限物権の設定は，所有権の太い綱から，一本の糸を取り出
すことを表す。左図で，点線は，所有権から制限物権が取り
出されている状態を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産の物権の変動の対抗要件を表す。
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引渡
　　は，動産の物権の譲渡の対抗要件を表す。
参考までに，対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相
手からの，攻撃を防ぐ盾の形は，おおよそ逆三角形であった。そこで，逆
三角形の形で，対抗要件を表す。もう一つ，他の例を挙げる。パソコン
のゲームにあるピンボールのなかで。上から落ちてくる球を跳ね返す，ク
リッパーという逆三角形の道具がある。相手方の意思表示が球の動き，と
すれば，球を跳ね返すのが，クリッパー，である。
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第 1編　総則
第 1章　通則
第 1条　Ｆ
⑴ 　各項とも，民法の運用原理である。民法の最高位にある理念原理すな
わち民法の三大基本原則，その下位にある実践原理がある。さらに，そ
の下位にある運用原理が，本条の規定である。理念を実践するさいに，
物事が滑らかにうまく運ぶためにある，運用原理である。沼正也著作集
の随所参照。中山秀登「民法によるガバナンス」流経法学 7 巻 2 号21頁
以下参照。
基本原則
⑴ 
① 
② 
③
私権は，公共の福祉に適合しなけ
ればならない。
権利の行使および義務の履行は，
信義に従い誠実に行わなければな
らない。 
権利の濫用は，これを許さない。
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第 1編　総則
第 1章　通則
第 2条　Ｆ
⑴ 　封建社会を否定してなった市民社会では，市民と市民との間の関係と
いう意味での理念的「内的」属性は，独立・平等・自由である。本項で
は，「個人の尊厳」＝独立，「両性の本質的平等」＝平等を掲げている。
沼正也著作集の随所参照。中山秀登「民法によるガバナンス」流経法学
7 巻 2 号21頁以下参照。
解釈の基準 
⑴ 
この法律は，個人の尊厳と両性
の本質的平等を旨として，解釈
しなければならない。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 1節　権利能力
第 3条　Ｆ
⑴ 　人が外界の物や事にたいして，権利をもつことができる，法律上の能
力が権利能力である。物や事は鉄片，権利能力は磁石に，たとえること
ができる。権利能力は，人が外界の物や事にたいして，権利をもつこと
ができる，法律上の能力であるという意味で，理念的外的属性というこ
とができる。沼正也著作集の随所，中山秀登 「民法によるガバナンス」
流経法学 7 巻 2 号21頁以下参照。
権利能力
Ｙ 
外国人か
② 
Ｎ 
① 私権の享有は，出生に始まる。 
⑴ 
外国人は，法令または条約の規定に
より禁止される場合を除き，私権を
享有する。 
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第 4条　Ｆ
人
Ｎ 
年齢20歳になったか
Ｙ 
成年とする 未成年とする
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第 5条　Ｆ
未成年者の法律行為
Ｙ 
Ｎ 
① 
③ 
②
第１項の規定にかかわらず，法定
代理人が目的を定めて処分を許し
た財産は，その目的の範囲内にお
いて，未成年者が自由に処分する
ことができる。目的を定めないで
処分を許した財産を処分するとき
も，同様とする。 
前項の規定に反する法律行為は，
取り消すことができる。
未成年者が法律行為をするには，その法定
代理人の同意を得なければならない。ただ
し，単に権利を得，または義務を免れる法
律行為については，この限りでない。 
法定代理人が目的を
定めて，または定めないで処分を許した
財産にかんするか 
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第 6条　Ｆ
未成年者の営業の許可 
Ｎ 
① 
② 
Ｙ 
Ｙ 
Ｎ
第 5条 
未成年者の法律行為 
前項の場合において，
未成年者が，その営業に堪えることが
できない事由があるか 
未成年者は，
一種または数種の営業を許されたか
その営業にかんしては，成年者
と同一の行為能力を有する。 
その法定代理人は，第 4編（親族）の
規定にしたがい，その許可を取り消し，
または，これを制限することができる。 
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第 7条　Ｆ
後見開始の審判
家庭裁判所は 
Ｙ
精神上の障害により事理を弁識する能力を
欠く常況にある者については
Ｎ
本人，
配偶者，四親等内の親族，
未成年後見人，未成年後見監督人，保佐人，
保佐監督人，補助人，補助監督人または
検察官の請求があるか
後見後見開始の審判を
することができる。
後見開始の審判を
することができない。
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第 1 編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第 8条　Ｆ
成年被後見人および成年後見人
後見開始の審判を受けた者は，成年被後見人とし，
これに成年後見人を付する。  
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第 9条　Ｆ
Ｙ
Ｎ
成年被後見人の法律行為
日用品の購入
その他，日常生活にかんする
行為か
取り消すことができる 取り消すことができない
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第10条　Ｆ
後見開始の審判の取消し 
第 7 条に規定する原因が消滅したときは，家庭裁判所は，
本人，配偶者，四親等内の親族，後見人（未成年後見人お
よび成年被後見人をいう。以下同じ。），後見監督人（未成
年後見監督人および成年後見監督人をいう。以下同じ。）ま
たは，検察官の請求により，後見開始の審判を取り消さな
ければならない。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第11条　Ｆ
保佐開始の審判 
Ｙ
Ｎ
ただし書 
精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく
不十分である者については 
家庭裁判所は，本人，配偶者，四親等内の親族，
後見人，後見監督人，補助人，補助監督人ま
たは検察官の請求により
保佐開始の審判をすることができる 保佐開始の審判をすることができない
7条に規定する原因がある者についてか
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第12条　Ｆ
被保佐人および保佐人 
保佐開始の審判を受けた者は，被保佐人
とし，これに保佐人を付する。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第13条　Ｆ
保佐人の同意を要する行為等 
①
②
③  Ｎ 
被保佐人が次に掲げる行為をするには，その保佐人の同意
を得なければならない。ただし，第 9条ただし書に規定す
る行為については，この限りでない。
一 　元本を領収し，または利用すること。
二 　借財または保証をすること。
三 　不動産その他，重要な財産にかんする権利の得喪を目
　的とする行為をすること。
四 　訴訟行為をすること。
五 　贈与，和解または仲裁合意をすること。
六 　相続の承認もしくは放棄または遺産の分割をすること。
七　 贈与の申込みを拒絶し，遺贈を放棄し，負担つき贈与
　の申込みを承諾し，または負担つき遺贈を承認するこ
　と。
八　 新築，改築，増築または大修繕をすること。
九 　第602条に定める期間を超える賃貸借をすること。
家庭裁判所は，第11条本文に規定する者，または保佐人もしく
は保佐監督人の請求により，被保佐人が，前項各号に掲げる行
為以外の行為をする場合であっても，その保佐人の同意を得な
ければならない旨の審判をすることができる。ただし，第 9条
ただし書きに規定する行為については，この限りでない。
保佐人の同意を
得なければならない行為について，保佐人が，
被保佐人の利益を害するおそれがないにもかかわらず，
同意をしないか
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④
家庭裁判所は，被保佐人の請求により，保佐人の
同意に代わる許可を与えることができる。
保佐人の同意を得なければならない行為であって，
その同意，または，これに代わる許可を得ないでし
たものは，取り消すことができる。
③
 Ｎ 
保佐人の同意を
得なければならない行為について，保佐人が，
被保佐人の利益を害するおそれがないにもかかわらず，
同意をしないか
 Y 
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第14条　Ｆ
保佐開始の審判等の取消し 
① 
②
第11条本文に規定する原因が消滅したときは，
家庭裁判所は，本人，配偶者，4親等内の親族，
未成年後見人，未成年後見監督人，保佐人，
保佐監督人または検察官の請求により，保佐
開始の審判を取り消さなければならない。
家庭裁判所は，前項に規定する者の請求により，
前条第 2項の審判の全部または一部を取り消す
ことができる。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第15条　Ｆ
補助開始の審判 
①
Ｙ
ただし書 Ｎ
補助開始の審判をすることができない 
②
③
精神上の障害により，事理を弁識する能力が不十分で
ある者については，家庭裁判所は，本人，配偶者， 4
親等内の親族，後見人，後見監督人，保佐人，保佐監
督人，または検察官の請求により，補助開始の審判を
することができる。
7条または 11条本文に
規定する原因がある者についてか
補助開始の審判をすることができる
本人以外の者の請求により，補助開始の審判をするには，
本人の同意がなければならない。
補助開始の審判は，17条 1 項の審判または
876条の 9・1項の審判とともにしなければならない。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第16条　Ｆ
被補助人および補助人
補助開始の審判を受けた者は，被補助人とし，
これに補助人を付する。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第17条　Ｆ
補助人の同意を要する旨の審判等 
①
②
③ Ｎ
Ｙ
④
家庭裁判所は，15条 1 項本文に規定する者，または，補
助人もしくは補助監督人の請求により，被補助人が特定
の法律行為をするには，その補助人の同意を得なければ
ならない旨の審判をすることができる。ただし，その審
判により，その同意を得なければならないものとするこ
とができる行為は，13条１項に規定する行為の一部に限
る。
本人以外の者の請求により，前項の審判をするには，本
人の同意がなければならない。
補助人の同意を
得なければならない行為について，
補助人が被補助人の利益を害するおそれがないにも
かかわらず，同意をしないか
家庭裁判所は，被補助人の請求により，補助人の同意
に代わる許可を与えることができる。
補助人の同意を得なければならない行為であって，その同意
または，これに代わる許可を得ないでしたものは，取り消す
ことができる。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第18条　Ｆ
補助開始の審判等の取消し 
①
②
③
15条１項本文に規定する原因が消滅したとき
は，家庭裁判所は，本人，配偶者，4親等内
の親族，未成年後見人，未成年後見監督人，
補助人，補助監督人または検察官の請求によ
り，補助開始の審判を取り消さなければなら
ない。
家庭裁判所は，前項に規定する者の請求
により，前条 1項の審判の全部または一
部を取り消すことができる。
前条 1項の審判および 876条の 9・1項の審判
を，すべて取り消す場合には，家庭裁判所は，
補助開始の審判を取り消さなければならない。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第19条　Ｆ
審判相互の関係 
①
②
後見開始の審判をする場合において，本人が被保佐人または
被補助人であるときは，家庭裁判所は，その本人に係る保佐
開始または補助開始の審判を取り消さなければならない。
前項の規定は，保佐開始の審判をする場合において，本人が
成年被後見人もしくは被補助人であるとき，または補助開始
の審判をする場合において，本人が成年被後見人もしくは被
保佐人であるときについて準用する。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第20条　Ｆ
制限行為能力者の相手方の催告権 
Ｎ
Ｙ
Ｎ
制限能力者がわの本人か 
Ｙ① ②
Ｎ
特別の方式を要する行為についてか 
Ｙ
制限行為能力者がわが，
単独で確答を発することができるばあいか
制限行為能力者の相手方は，その制
限行為能力者が行為能力者となった
後，その者にたいし，１箇月以上の
期間を定めて，その期間内に，その
取り消すことができる行為を追認す
るかどうかを確答すべき旨の催告を
することができる。この場合におい
て，その者が，その期間内に確答を
発しないときは，その行為を追認し
たものとみなす。
制限行為能力者の相手方が，制限行
為能力者が行為能力者とならない間
に，その法定代理人，保佐人または
補助人にたいし，その権限内の行為
について，前項に規定する催告をし
た場合において，これらの者が同項
の期間内に確答を発しないときも，
同項後段と同様とする。
民法の流れ図
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③ ④
特別の方式を要する行為に
ついては，前二項の期間内
に，その方式を具備した旨
の通知を発しないときは，
その行為を取り消したもの
とみなす。
制限行為能力者の相手方は，被保
佐人または第17条第 1項の審判を
受けた被補助人にたいしては，第
１項の期間内に，その保佐人また
は補助人の追認を得るべき旨の催
告をすることができる。この場合
において，その被保佐人または被
補助人が，その期間内に，その追
認を得た旨の通知を発しないとき
は，その行為を取り消したものと
みなす。 
Ｎ
特別の方式を要する行為についてか 
Ｙ
46
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第 1編　総則
第 2章　人
第 2節　行為能力
第21条　Ｆ
制限行為能力者の詐術 
制限行為能力者が行為能力者であることを
信じさせるため詐術を用いたときは，その
行為を取り消すことができない。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 2章　人
第 3節　住所
第22条　Ｆ
住所
各人の生活の本拠を，その者の
住所とする。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 3節　住所
第23条　Ｆ
居所
①
②
Ｙ
Ｎ
住所が知れない場合には，
居所を住所とみなす。
日本に住所を有しない者は，その者が
日本人または外国人のいずれかである
かを問わず
準拠法を定める
法律に従い，その者の住所地法に
よるべき場合か
日本における居所を
その者の住所とみなす。
日本における居所を
その者の住所とみなさない。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 2章　人
第 3節　住所
第24条　Ｆ
仮住所
ある行為について仮住所を選定したときは，
その行為にかんしては，その仮住所を住所と
みなす。
50
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第25条　Ｆ
不在者の財産の管理 
① Ｙ 
Ｎ
Ｙ
Ｎ
②
管理人の権限は存続する。 
不在者が，
その財産の管理人を置いたか
本人の不在中に
管理人の権限が消滅したか
家庭裁判所は，利害関係人または検察官
の請求により，その財産の管理について
必要な処分を命ずることができる。
前項の規定による命令後，本人が
管理人を置いたときは，家庭裁判
所は，その管理人，利害関係人ま
たは検察官の請求により，その命
令を取り消さなければならない。
民法の流れ図
51
第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第26条　Ｆ
管理人の改任 
不在者が管理人を置いた場合において，
その不在者の生死が明らかでないときは，
家庭裁判所は，利害関係人または検察
官の請求により，管理人を改任するこ
とができる。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第27条　Ｆ
管理人の職務
①
② Ｙ
管理人を置いた不在者の生死は明らかか
Ｎ
前二条の規定により，家庭裁判所が選任
した管理人は，その管理すべき財産の目
録を作成しなければならない。この場合
において，その費用は，不在者の財産の
中から支弁する。
利害関係人または検察官の請求がある
ときは，家庭裁判所は，不在者が置い
た管理人にも，前項の目録の作成を命
ずることができる。
前二項に定めるもののほか，家庭裁判所は，
管理人にたいし，不在者の財産の保存に必
要と認める処分を命ずることができる。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第28条　Ｆ
管理人の権限 
管理人は，第103条に規定する権限を超える
行為を必要とするときは，家庭裁判所の許可
を得て，その行為をすることができる。不在
者の生死が明らかでない場合において，その
管理人が不在者が定めた権限を超える行為を
必要とするときも，同様とする。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第29条　Ｆ
管理人の担保提供および報酬 
①
②
家庭裁判所は，管理人に，財産の管理および返還について，
相当の担保を立てさせることができる。
家庭裁判所は，管理人と不在者との関係その他の事情により，
不在者の財産の中から，相当な報酬を管理人に与えることが
できる。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第30条　Ｆ
失踪の宣告 
Ｙ
Ｎ
① ② 
不在者の生死が
明らかでない原因となる危難が
あったか
不在者の生死が７年間，明らかでな
いときは，家庭裁判所は，利害関係
人の請求により，失踪の宣告をする
ことができる。
戦地に臨んだ者，沈没した船舶の中
に在った者，その他，死亡の原因と
なるべき危難に遭遇した者の生死
が，それぞれ，戦争が止んだ後，船
舶が 沈没した後，または，その他
の危難が去った後，１年間，明らか
でないときも，前項と同様とする。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第31条　Ｆ
失踪の宣告の効力 
前条第 1項の規定により，失踪の宣告を受けた者は，
同項の期間が満了したときに，同条第 2項の規定に
より，失踪の宣告を受けた者は，その危難が去った
ときに，死亡したものとみなす。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 4節　不在者の財産の管理および失踪の宣告
第32条　Ｆ
失踪の宣告の取消し
①
Ｎ
Ｙ
②
失踪者が生存すること，または前条
に規定する時と異なる時に死亡した
ことの証明があったときは，家庭裁
判所は，本人または利害関係人の請
求により，失踪の宣告を取り消さな
ければならない。
失踪の宣告後，
その取消し前にした行為が
善意であったか
取消しは，行為の効力に
影響を及ぼさない
取消しは，行為の効力に
影響を及ぼす
失踪の宣告によって財産を得た者は，その
取消しによって権利を失う。ただし，現に
利益を受けている限度においてのみ，その
財産を返還する義務を負う。
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第 1編　総則
第 2章　人
第 5節　同時死亡の推定
第32条の 2　Ｆ
同時死亡の推定 
数人の者が死亡した場合において，そのうちの
一人が，他の者の死亡後になお生存していた
ことが明らかでないときは，これらの者は，同
時に死亡したものと推定する。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 3章　法人
第33条　Ｆ
法人の成立等
①
②
法人は，この法律その他の法律の規定に
よらなければ，成立しない。
学術，技芸，慈善，祭祀，宗教その他の公益を
目的とする法人，営利事業を営むことを目的と
する法人その他の法人の設立，組織，運営およ
び管理については，この法律その他の法律の定
めるところによる。
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第 1編　総則
第 3章　法人
第34条　Ｆ
法人の能力
法人は，法令の規定に従い，定款その他の
基本約款で定められた目的の範囲内におい
て，権利を有し，義務を負う。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 3章　法人
第35条　Ｆ
外国法人
Ｎ
Ｙ
Ｙ
Ｎ
国，国の
行政区画および外国会社か
法律または
条約の規定により，認許されたか
成立を認許する 成立を認許しない
前項の規定により認許された外国法人は，
日本において成立する同種の法人と同一
の私権を有する。ただし，外国人が享有
することのできない権利および法律また
は条約中に特別の規定がある権利につい
ては，この限りでない。
①
②
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第 1編　総則
第 3章　法人
第36条　Ｆ
登記
法人および外国法人は，この法律その他
の法令の定めるところにより，登記をす
るものとする。
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第 1編　総則
第 3章　法人
第37条　Ｆ
外国法人の登記
①
②
③
④ Ｎ
Ｙ
外国法人（第35条第 1項ただし書に規定する外国法人
に限る。以下この条において同じ。）が，日本に事務
所を設けたときは，3週間以内に，その事務所の所在
地において，次に掲げる事項を登記しなければならな
い。
一　外国法人の設立の準拠法
二　目的
三　名称
四　事務所の所在場所
五　存続期間を定めたときは，その定め
六　代表者の氏名および住所 
前項各号に掲げる事項に変更を生じたときは， 3週間以内に，変
更の登記をしなければならない。この場合において，登記前にあっ
ては，その変更をもって，第三者に対抗することができない。
代表者の職務の執行を停止し，もしくは，その職務を代行する
者を選任する仮処分命令または，その仮処分命令を変更し，も
しくは取り消す決定がされたときは，その登記をしなければな
らない。この場合においては，前項後段の規定を準用する。
前二項の規定により，
登記すべき事項が，外国において生じたか
登記の期間は，その通知が到達した日から起算する。
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⑤
Ｎ
事務所の移転にかんするか
Ｙ
⑥
⑦
⑧
外国法人が初めて日本に事務所を設けたときは，その事務所の
所在地において登記するまでは，第三者は，その法人の成立を
否認することができる。 
外国法人が事務所を移転したときは，旧所在地においては3週
間以内に，移転の登記をし，新所在地においては4週間以内に，
第1項各号に掲げる事項を登記しなければならない。
同一の登記所の管轄区域内において事務所を移転したときは，
その移転を登記すれば足りる。
外国法人の代表者が，この条に規定する登記を怠ったときは，
50万円以下の過料に処する。
登記の期間は，その通知が到達した日から起算する。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 4章　物
第85条　Ｆ
物の定義
この法律において「物」とは，有体物をいう。
66
流経法学　第 9 巻 第 1 号
第 1編　総則
第 4章　物
第86条　Ｆ
不動産および動産
① Ｎ
土地および，その定着物か
Ｙ ②
動産とする
③
不動産とする
無記名債権は，動産とみなす
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 4章　物
第87条　Ｆ
主物および従物
①
②
物の所有者が，その物の常用に供するため，
自己の所有に属する他の物を，これに附属
させたときは，その附属させた物を従物と
する。
従物は，主物の処分に従う。
68
流経法学　第 9 巻 第 1 号
第 1編　総則
第 4章　物
第88条　Ｆ
天然果実および法定果実
①
Ｎ
Ｙ
②
物の用法に
従い収取する産出物か
天然果実とする。
物の使用の対価として
受けるべき金銭その他
の物を，法定果実とする。
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第 1編　総則
第 4章　物
第89条　Ｆ
果実の帰属
①
②
天然果実は，その元物から分離する時に，
これを収取する権利を有する者に帰属する。
法定果実は，これを収取する権利の存続
期間に応じて，日割計算により，これを
取得する。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 1節　総則
第90条　Ｆ
⑴　沼正也著作集20巻・民法総則comments・248頁以下参照。
 　法律行為は，意思表示プラス強制である。ここに，強制とは，表示さ
れた意思の国家（裁判所）による強制実現である。国家による強制実現
は，表意者と相手方すなわち当事者の意思が，一般市民の意思（善良の
風俗）に抵触しないときに行われる。
公序良俗
⑴
公の秩序または善良の風俗に
反する事項を目的とする法律
行為は，無効とする 
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 1節　総則
第91条　Ｆ
任意規定と異なる意思表示
Ｎ
Ｙ
任意規定にしたがう
法律行為の当事者が，
法令中の公の秩序に関しない規定（任意規定）
と異なる意思を表示したか
当事者の意思にしたがう
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流経法学　第 9 巻 第 1 号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 1節　総則
第92条　Ｆ
Ｎ
Ｙ
その慣習にしたがう
任意規定と異なる慣習
法令中の公の秩序に関しない規定（任意規定）
と異なる慣習がある場合において
法律行為の当事者が，
その慣習による意思を有しているものと
認められるか
任意規定にしたがう
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第93条　Ｆ
心裡留保
本文
Ｙ
Ｎ
Ｙ
Ｎ
⑴ ⑵
意思表示は，表意者が，その真意ではない
ことを知ってしたときであっても，そのた
めに，その効力を妨げられない。
ただし書
相手方が
表意者の真意を知っていたか
相手方が
表意者の真意を知ることが
できたか
その意思表示は有効とする その意思表示は無効とする
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⑴ 　表意者をＢとし，相手方をＡとする。Ａは，Ｂの真意を知らなかった
し，かつ，Ｂの真意を知ることができなかったばあい。
Ｂ
ただであげる
（うそ） 
はい
Ａ Ａ
Ａは所有権を取得
Ｂ
贈与契約は成立
民法の流れ図
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⑵ 　表意者をＢとし，相手方をＡとする。Ａは，Ｂの真意を知っていた，
または，ＡはＢの真意を知らなかったとはいえ，知ることができた，と
いうばあい。
Ｂ
ただであげる
（うそ） 
はい
Ａ Ａ
Ａは所有権を取得しない贈与契約は成立しない
Ｂ
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流経法学　第 9 巻 第 1 号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第94条　Ｆ
⑴ 　ＡとＢが通謀して，すなわち，ぐるになって，Ａの所有する土地をＢ
へ売ったことにする。その後，善意のＣすなわち事情を知らないＣが，
真実はＡ所有の土地を，Ｂから買う。そのばあい，「ＡＢ間の意思表示
は無効である」というＡの主張を，Ｃは善意を対抗要件として，すなわ
ち盾にとって，跳ね返すことができる。結果として，Ｃは，土地の所有
権を取得する。
虚偽表示
Ｎ
第三者が関わるか 
Ｙ第三者は悪意
Ｎ
第三者は善意か 
Ｙ
②
①
⑴
相手方と通じてした虚偽の意思
表示は，無効とする。
前項の規定による意思表示の無効は，
善意の第三者に対抗することができ
ない。
民法の流れ図
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Ｂ
売る 買う
第三者
Ａ Ａ
Ａ
C
「 AB間の意思表示
は無効 」
Ｂ C
買う
売る
善意
（通謀虚偽表示）
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流経法学　第 9 巻 第 1 号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第95条　Ｆ
錯誤のある意思表示
Ｎ
Ｙ
無効とする
ただし書 
Ｎ
Ｙ
   意思表示において，
法律行為の要素に錯誤があったか
本文
表意者に，
重大な過失があったか
表意者は，自ら，
意思表示の無効を
主張することがで
きる。
表意者は，自ら，
意思表示の無効
を主張すること
ができない。 
有効
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第96条　Ｆ
詐欺または強迫による意思表示
①
⑴
②
Ｎ
Ｙ
③
Ｎ
Ｙ
⑵
詐欺または強迫による意思表示
は，取り消すことができる。
相手方にたいする
意思表示について，第三者が詐欺を
行った場合においては，相手方が，
その事実を知っていたか
その意思表示を取り消す
ことができる。
その意思表示を取り消す
ことができない。
前二項の規定による，詐欺
による意思表示の取消しは，善意の第三者
にかんするか
善意の第三者に対抗する
ことができない。
悪意の第三者に対抗する
ことができる。
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⑴ 　売主Ａが，Ａの所有物を，買主Ｂの詐欺または強迫によって，Ｂへ
売った。Ａは，自分のおこなった意思表示を取り消すことができる。す
なわち，Ａは取消権をもつ。Ｂは，Ａの取消しを，認める義務を，Ａに
たいして負う。Ａが取消権を行使すると，ＡＢ間の売買契約は，初めか
ら無効であったものと見なされる（121条）。つまり，Ａは，物の所有権
をもつ。
Ｂ Ｂ
（ Bの詐欺または
強迫による）買う
Aが
取消権
を行使
売る
取消
Ａ Ａ
B
Ａ
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⑵ 　売主Ａが，Ａの所有物を，買主Ｂの詐欺によって，Ｂへ売った。その
後，Ｂは，同じ物を，Ｃへ売った。Ｃが，ＡＢ間の売買契約について，
善意であった，すなわち事情を知らなかったばあいは，どうなるか…。
Ａは，Ｂの詐欺によるＡＢ間の意思表示の取消しを，Ｃに対抗できない。
くわしく言うとつまり，Ｃは，ＡＢ間の売買契約が，Ｂの詐欺によって
行われたという事情を知らなかったこと，すなわち善意を対抗要件とし
て，すなわち盾に取って，Ａの主張「Ｂの詐欺によるＡＢ間の意思表示
の取消し」を，跳ね返すことができる。結果として，Ｃは物の所有権を
取得する。
Ｂ Ｂ
売る 買う
Ａ Ａ
Ａ
C
「 B の詐欺による
AB間の意思表示
の取消し 」
C
買う
（詐欺）
売る
善意
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流経法学　第 9 巻 第 1 号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第97条　Ｆ
隔地者にたいする意思表示
①
②
隔地者にたいする意思表示は，その通知が相
手方に到達したときから，その効力を生ずる。
隔地者にたいする意思表示は，表意者が通知
を発した後に死亡し，または行為能力を喪失
したときであっても，そのために，その効力
を妨げられない。
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第98条　Ｆ
公示による意思表示
①
②
③
本文
③ただし書
Ｎ
Ｙ 
意思表示は，表意者が相手方を知ることができず，
または，その所在を知ることができないときは，
公示の方法によってすることができる。
前項の公示は，公示送達にかんする民事訴訟法の規定に
したがい，裁判所の掲示場に掲示し，かつ，その掲示があっ
たことを官報に少なくとも一回掲載して行う。ただし，
裁判所は，相当と認めるときは，官報への掲載に代えて，
市役所，区役所，町村役場または，これらに準ずる施設
の掲示場に掲示すべきことを命ずることができる。
公示による意思表示は，最後に官報に掲載した日，ま
たは，その掲載に代わる掲示を始めた日から 2週間を
経過したときに，相手方に到達したものとみなす。  
表意者が相手方を知らないこと，
または，その所在を知らないことについて， 
過失があったか      
到達の効力を生じない 到達の効力を生じる
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④
⑤
公示にかんする手続は，相手方を知ることができない場合
には，表意者の住所地の，相手方の所在を知ることができ
ない場合には，相手方の最後の住所地の簡易裁判所の管轄
に属する。
裁判所は，表意者に，公示にかんする
費用を予納させなければならない。
到達の効力を生じない 到達の効力を生じる
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 2節　意思表示
第98条の 2　Ｆ
意思表示の受領能力
本文
ただし書 Ｎ
Ｙ
意思表示の相手方が，その意思表示を受けた
ときに，未成年者または成年被後見人であっ
たときは，その意思表示をもって，その相手
方に対抗することができない。 
その法定代理人が，
その意思表示を知った後か
その意思表示をもって
その相手方に対抗する
ことができる
その意思表示をもって
その相手方に対抗する
ことができない
